
施策目標（テーマ）

達成手段

達成手段
（事業・税制措置・諸会議等）

２３年度
補正後
予算額
（千円）

２４年度
補正後
予算額
（千円）

２５年度
当初予
算額
（千円）

行政事業
レビュー
シート
番号

関連する
指標

担当課

学校・家庭・地域の連携
協力推進事業

9,450,27
2

8,516,19
6

4,923,53
5

００２４
３－①～
⑤

社会教育
課

社会教育を推進するた
めの指導者の資質向上
等

80,537 73,274 72,802 ００２５ ２－①
社会教育
課

社会教育による地域の
教育力強化プロジェクト

91,273 82,044 - ００２６
１－①～
②

社会教育
課

社会教育実践研究セン
ター

46,066 45,137 40,207 ００２９ ２－①
国立教育
政策研究
所

公立社会教育施設災害
復旧

41,628,4
48

-
8,088,06

8
００２８

地域の教
育力の向
上

社会教育
課
復興庁

学びを通じた被災地の
地域コミュニティ再生支
援事業

-

1,082,00
6

（復興特
会（復興

庁））

1,195,72
7

（復興特
会（復興

庁））

００３０
３－①～
⑥

社会教育
課
復興庁

公民館等を中心とした
社会教育活性化支援プ
ログラム（新規）

- - 206,776
新２５－０
００５

１－①～
②

社会教育
課

事業

２３年度
補正後
予算額
（千円）

２４年度
補正後
予算額
（千円）

２５年度
当初予
算案額
（千円）

行政事業
レビュー
シート
番号

関連する
指標

担当課

独立行政法人
国立科学博物館【１－２

の再掲】

3,385,04
3

3,034,01
9

2,773,28
0

００１８ ２－①
社会教育
課

東日本大震災により被災した、公立社会教育施設（公立社会体育施設、文化施設を含む）の
施設・整備等の復旧に要する工事費等に対し、国がその２／３を補助する（激甚法第１６条に
基づく補助）。

【施策の概要】
　多様な学習活動の機会や
情報提供、様々な機関、団体
が連携することにより、地域
における学習活動を活性化さ
せ、地域における様々な現代
的課題等に対応するととも
に、総合的に地域の教育力
の向上を図る。

達成手段の概要

・科学系博物館職員などの現職研修を行う「学芸員専門研修アドバンスト・コース」を実施。※
（行政事業レビューにおいては、施策目標１－２に対応する事業として整理）

（参考）関連する独立行政法人の事業

地域住民等の参画により地域の実情を踏まえて行われる、授業等における学習補助や教職員
の業務補助などの学校支援、放課後等に子供たちの安心安全な活動場所を確保し学習や
様々な体験・交流活動の機会を提供する放課後等支援、親への学習機会の提供や相談対応
などの家庭教育支援等、地域ぐるみの様々な教育支援活動を支援する。
※平成２５年度予算案額が大幅に減少しているのは、平成２５年度より、事業メニューの一部
を「いじめ対策総合事業」として組替えたためである。

都道府県・政令市等において中核的なリーダーとなり得る社会教育の専門的職員（社会教育
主事，司書，学芸員等）を対象に研修を実施し，地域の社会教育の水準向上に寄与する。

公民館等の社会教育施設や学校、大学、企業、ＮＰＯ、地方公共団体等が連携・協働して地域
の課題解決に取り組むための仕組みや手法を実証的に開発し、その全国への普及を図る。あ
わせて、地域の抱える課題や社会教育の振興方策に関する相談体制を整備する。

文部科学省との共催事業である社会教育研修事業等や、文部科学省の委託による社会教育
主事講習事業のほか、社会教育指導者及び社会教育に関する事業に関する政策に係る調査
研究等を実施する。

学校や公民館等の社会教育施設も活用し、学習活動のコーディネートや指導、安全管理等に
従事する人材を配置し、地域住民の学習・交流を促進するとともに、子供たちの良質な成育環
境を整備することを通じ、学びを媒介としたコミュニケーションの活性化や地域の課題解決の取
組を支援し、地域コミュニティの再生を図る。

地域社会における様々な現代的課題（経済低迷、少子高齢化に伴う人口・労働力の減少、相
対的貧困の拡大と中間層の活力低下　等）に対し、公民館等が課題解決のための取組みを、
行政の関係部局の垣根を越え、関係諸機関等と連携・協働し実施し、社会教育を活性化する
ことを通じて、日本再生戦略において示されたすべての人に「居場所」と「出番」がある「共創の
国」の実現を目指す。

３　地域の教育力
の向上

達成目標

１　地域社会の様々な現代的課題に対
し、公民館等の社会教育施設が課題解
決の取組を行政の関係部局や関係諸機
関等と連携・協働して実施し、その成果
を全国に周知することにより、社会教育
を活性化させ、地域の教育力の向上を
図る。

２　都道府県・政令市等において社会教
育に係る活動の中核的なリーダーとなり
得る専門的職員の質の向上を図る。

【担当課（関係課）】
生涯学習政策局 社会教育課
（同局生涯学習推進課、男女
共同参画学習課、国立教育
政策研究所）

【成果指標（アウトカム）】
①　「公民館等を中心とした社会教育活性化支援プログラム」における実証的共同研究の
委託件数のうち、取組みの結果、公民館等の活動が活発化し、地域課題解決の取組み
が継続して可能となった件数
（２５年度目標：１５０件）

【活動指標（アウトプット）】
②　実証共同研究の委託件数
（２５年度目標１５０件）※全国約１５，０００館の公民館の１％に委託

３　学校の教育活動や放課後等の様々
な活動に対し、地域ぐるみで支援を行う
ことにより、子供たちの教育環境を改善
するとともに、地域の大人の生涯学習を
充実し、地域コミュニティの活性化につ
なげる。

達成手段の概要

【成果指標（アウトカム）】
①　研修受講者が、受講した研修の成果について、「今後の仕事に役立つ」と回答する割
合
（２４年度実績：９９％/目標：毎年度・８０％）
【活動指標（アウトプット）】
②　社会教育主事講習、新任図書館長研修、図書館地区別研修の受講者数の合計
（２４年度実績：１，９２６人/目標：毎年度・１，９００人）

【成果指標（アウトカム）】
①　学校支援・放課後の活動等に参画した地域住民等の数
（２４年度実績・のべ約６４４万人/目標：対前年度増）

【活動指標（アウトプット）】
②　学校支援地域本部の実施市町村数
（２４年度実績：５７６/目標：対前年度増）
③　学校支援地域本部の実施箇所率
（２４年度実績：３，０３６/目標：対前年度増）
④　放課後子ども教室の実施市町村数
（２４年度実績：１，０７６/目標：対前年度増）
⑤　放課後子ども教室の実施箇所数
（２４年度実績：１０，０９８/目標：対前年度増）

施策目標に関する中長期的な達成目標と指標（平成２５年度に実施する施策）

政策目標１　生涯学習社会の実現

主な成果指標（アウトカム）／活動指標（アウトプット）


